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脱炭素経営のステップ

• 省エネアドバイザー

（岡山県）

• 省エネ診断

（経済産業省）

• 省エネ最適化診断

（経済産業省）

• CO2チェックシート

（日本商工会議所）

• 民間事業者ツール

【設備更新】

【EV等】

【太陽光発電設備】

①知る ②測る ③減らす
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「知る」

■省エネアドバイザー（岡山県）

内容：省エネアドバイザーによる省エネ診断を実施

対象：岡山県内事業者

費用：無料

https://www.pref.okayama.jp/page/859642.html

問い合わせ先：岡山県省エネアドバイザー派遣事業 事務局 備前グリーンエネルギー株式会社

  TEL：0869-63-3600 MAIL：s-ene25@bizen-greenenergy.co.jp



「知る」

■省エネ診断（経済産業省）

内容：専門家による工場・ビル・店舗等のエネルギー使用状況を把握し、省エネできる改善項目を提案

対象：中小企業等

問い合わせ先：一般社団法人環境共創イニシアチブ 省エネ診断（https://shoeneshindan.jp/）

中国経済産業局『2050年カーボンニュートラルに向けた支援制度（2025年5月12日（月）時点）』より抜粋



「知る」

■省エネ最適化診断（中国経済産業局）

内容：工場・ビル全体のエネルギーのムダを総合的に診断し、診断結果を踏まえた省・再エネ提案を実施

対象：中小企業等 ※中小企業又は年間エネルギー使用量が100kl以上1,500kl未満の事業所が対象

問い合わせ先：一般社団法人省エネルギーセンター TEL：03-5439-9732（https://www.shindan-net.jp/）

中国経済産業局『2050年カーボンニュートラルに向けた支援制度（2025年5月12日（月）時点）』より抜粋



「測る」

■CO2チェックシート（日本商工会議所）

・エクセルにエネルギー使用量を入力し、排出量を自動計算

・商工会議所の会員企業が利用可能

https://eco.jcci.or.jp/checksheet

■民間事業者のツール

・経済産業省「中小企業支援機関によるカーボンニュートラル

アクション・アクションプラン」の登録リストへ算定ツール

提供者を公開

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/index.html

（出展）中国経済産業局『2050年カーボンニュートラルに向けた支援制度（2025年5月12日（月）時点）』https://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/energy/pdf/carbon.pdf

No. 支援機関名 区分 都道府県

温室効果ガス

排出量算定

ツール提供

22 e-dash株式会社 その他の支援機関 東京都 ●

26
booost technologies株式会

社
その他の支援機関 東京都 ○

43 株式会社ゼロボード その他の支援機関 東京都 ○

44 アスエネ株式会社 士業・民間コンサル 東京都 ○

50 株式会社PID 士業・民間コンサル 東京都 ○

62

株式会社バックキャストテ

クノロジー総合研究所

（BCT総研）

その他の支援機関 東京都 ○

65 株式会社TBM その他の支援機関 東京都 〇

73 Believe Technology株式会社 その他の支援機関 神奈川県 〇

93
株式会社ウェイストボック

ス
士業・民間コンサル 愛知県 ○

162 株式会社オーイーシー その他の支援機関 大分県 ○

「中小企業支援機関によるCNアクションプラン登録リスト」より抜粋
（2025年4月7日時点）



「減らす」

【設備更新】

■SHIFT事業（環境省）

（脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業）

① 省CO2型システムへの改修支援事業 ：補助率1/3・上限1億円または5億円

② DX型CO2削減対策実行支援事業 ：補助率3/4・上限200万円

 https://shift.env.go.jp/

■省エネ・非化石転換補助金（経済産業省）

（省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金/省エネルギー投資促進支援事業費補助金）

Ⅰ 工場・事業場型  ：補助率1/3～2/3・上限40億円

Ⅱ 電化・脱炭素燃転型 ：補助率1/2 ・上限5億円

Ⅲ 設備単位型  ：補助率1/3～1/2・上限1億円

Ⅳ エネルギー需要最適化型：補助率1/3～1/2・上限1億円

 https://syouenehojyokin.sii.or.jp/?utm_source=other&utm_medium=cpc&utm_campaign=banner&utm_id=cp054



「減らす」

【EV等】

■事業者向けEV・FCV車両導入支援事業（岡山県）

・タクシー、レンタカー、宅配用車両等の事業用車両が対象

・補助額 1台につき20万円（1事業者あたり5台まで）

https://www.pref.okayama.jp/page/965922.html

■CEV補助金（経済産業省）

（クリーンエネルギー自動車導入促進補助金）

https://www.cev-pc.or.jp/

■商用車等の電動化促進事業（経済産業省・国土交通省）

・トラック※１、タクシー・バス※２、建設機械※３が対象

※１https://www.levo.or.jp/subsidy/hoseiyosan/

※２https://ataj.or.jp/subsidy/efv-f_taxibus_r6/

※３https://jcmanet.or.jp/hojojigyo-top/hojojigyo_r6_hosei/

※１ ※２ ※３



「減らす」

【太陽光発電設備】

■自家消費型太陽光発電設備等導入補助金（岡山県）

対象：① 太陽光発電設備

 （施設の屋根、事業所内の未利用地、駐車場へのソーラーカーポートの設置も対象）

② ①と併設する蓄電池

補助額：① 5万円/kw・上限800万円

 ② 蓄電池価格（工事費込・税抜）の1/3・上限200万円

https://www.pref.okayama.jp/page/964724.html



「減らす」

【太陽光発電設備】

■民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業（環境省）

（１）ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業

https://www.eic.or.jp/eic/topics/2025/st_r06c/

（２）設置場所の特性に応じた再エネ導入・価格低減促進事業
①

②

③



参考資料

国、県内市町村の民間事業者向け補助金等支援制度（省エネルギー、温室効果ガス削減等）│岡山県

https://www.pref.okayama.jp/page/662143.html

中小企業等のカーボンニュートラル支援策（2025年5月）│経済産業省・環境省

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf

地域脱炭素の取組に対する関係府省庁の主な支援ツール・枠組み（2025年4月）｜環境省

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/guidebook/supports-datsutanso-chiiki-zukuri.pdf


